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農業生産組織の形成過程と農民諸階層の対応

《卒業論文要約〉

社会教育ゼミ・ 4年伊藤源瀬

L 問題の所在

現在の農業生産力構造K沿いては大製機械化「ー貿J体系への移行、ぞれKともなう農業共同化

とりわけ機械・施設の共同利用の進展という特徴がみられるが、とのいわゆる H生産組織 Hの展開

I'Cかいては二菌性がある。一方では独占資本の側からの構造政策のテコとして利用され、他方では、

農民の自主的共同化として農民的生産力発展の基礎的条件を切bひらく可能性をもっている。しか

も地域農業をめぐる対抗穏係としてあらわれ、農業・農村にかける教育・学習のすぐれて現代的念

課題となっている。

その 1つとしての稲作農業共同化とりわけ機械・施設の共同利用組織Kなける新たK生み出され

る余剰労働力の燃焼の問題を考えると、これには 2つの方向がある。一つは兼業化できうるが、との

場合Kは-1IDvてないては、農業生産労働への意欲の低下、農民としての主体形成の盟難という問題

を含んでいるが、 Bつめの農業内燃焼(集約化・複合化〉という方向は、農業生産者としていっそ

う自覚し、主体形成K役立ち、安た複合イヒKないては、地域的・集団的対応、の必要Kぜまられ、そ

れは農協の民主化、地域的農業の展開、農政の民主化の可能性をもっていると言える。

ζ うした中で、本論文の課題は、大型機揃，施設の共同利用と複合経営の統一的発展条件と、そ

れにともなう農民の主体形成の道筋を明らかにしていくためK、それへのアプローチとして、勇払

郡穂別町稲箆地毘の事例分析を行うものである。 ζの事例は、第 11'C、大型機械化「一貫J体系の

共同利用であ台、稲作労働の生産性向上と社会化をもたらしつつあるとと、第 21'C、科用組合結成

以前から肉牛・メロン念どの複合部門を導入してiハるという積極性をもっている。ただし、機械利

用組合は 19 7 7年波から共同利用を開始したばかDなので、形成過程の分析Kとどめざるをえな

いととをととわっておかな:すればならないQ

をた、とのための調査は北大農学部長義業経済学科生年の辻厚志君と共戸]で行ったもの(以下「共

同調盗Jと呼ぶ)で、表1に示したように、 29戸の農家が対象となった。 ζれらの農家を、経営

耕地面積の大小、機織化の進展状況、土地面積の拡大状況を指標K、上j議(8.ta以上)、中層(6 

~7la台)、下層( 5 la以下)I'C分類し、分析を行った。

:rr. 稲聖地区農業の機械化と農民層分解
1まず、農業労働力について、との地墳では石炭産業の斜揚化・炭坑衡の崩壊、滅長政策の実施、

過疎化の進行、苫小牧東部開発の進行の中で、資本Kよる工業中心の労働力市場の再編成Kより農

業労働力問題が深刻化している。

農業基幹労働力の推移Kついてみたのが図 1であるが、滋反以後とりわけ中爆の農家群が急激K

減少レてなり、階層関の格差が拡大している。表Bで、 1戸当震用労働力の推移をみると、各階層
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表1 r共向調査 J対象農家一覧
1 9 7 7. 8.現在

家族労働カ

1~1:1 il日;|;l;|
農

家 機合 メ農 肉家 〈

族 経営耕 水田水 械参 ロ家 牛ヘ 耕 も精
家
農業従者 基幹的 世 地面積 強面積 不iJlJoンf町、 報コ

転 スみナ米番
号
事 長量従者 帯 (la) (la) 用状 菰コ 入)

員 総況 培)農 タダイタり

男 女 男 女 機 i 機 l裂ン 機 i 機 機 機

1 2 。2 。品 14.90 13.00 O O 1 
Z 1 1 1 1 5 12.20 11.00 O 

上 8 2 2 2 1 6 11.1 5 10.30 O 1 1 

4 z 1 2 1 6 10.50 8.20 O O 

5 1 2 I 2 5 9.80 8.50 O O 

6 1 2 1 2 4 9.78 8.17 × l 2 かま 1 1 1 1 1 

7 I 1 1 1 B 8.61 7.30 O O l 

}蓄 8 1 1 1 1 5 8.50 6.00 × 1 考 1 1 1 1 1 

9 l 1 I 1 5 8.24 6.70 O 1 1 1 

10 2 2 2 1 6 8.10 7.00 O O O 1 +士 1 

11 1 1 1 1 2 7.40 6.60 × 1 1 ろ全 1 1 1 1 1 

12 1 2 1 1 8 7.30 4.80 O O 1 % 

中 13 2 1 2 1 も 7.00 6.00 O 1 

14 l 1 l 1 告 7.00 5.80 O O O ち全

15 1 2 1 z 8 6.97 6.岳O O 

16 2 1 z l 6 6.80 5.50 O O 1 % 1 

17 。1 。。2 6.70 3.30 × 1 1 1 1 

18 1 1 1 1 2 6.40 5.50 × l 1 1 1 

層 19 1 1 1 1 生 6.30 5.65 O 1 

20 z 1 2 1 5 6.20 5.40 × l % 1 1 I 1 

21 1 1 1 1 2 6.20 5.80 × O 1 1 l 1 l 1 

22 l 1 1 1 6 5.50 4.70 O 1 l 1 1 1 1 

23 1 1 1 1 5 4.89 4.10 O O 1 

下 24 1 1 1 1 5 4.70 4.30 × l 1 % 1 l 1 l 1 

25 1 2 1 2 8 4.5岳 岳.00 O 

26 1 1 1 1 2 4.05 3.51 × 1 1 1 1 1 l 

層 27 1 1 I 1 8 3.90 3.10 × 1 1 1 1 

28 1 1 l 1 も 3.87 3.12 × 1 1 1 1 1 1 1 1 

29 I 1 。1 2 1.00 0.70 × 1 1 1 
L醐帽 L一一一

注1.r共同調査Jよタ作成
2.農業機械所有状況の数字は台数、ただし共同所有は台数/農家数



歯 1 一戸さきり農業基幹労働力(1 5013以上従事)の推移

8人t

2人

1人!

上j嘗

犯.，，， ~2.8 
一一一ー£必--中層

2ニーー-三二三虫色ご-~-五一 1.8
1.75 1.75 -'1:5/ --'1.6 

下潜

l¥} 69年 197岳 1975 1976 

注:農業基本調査・農業センサス偲票より作成

とも?年間で半分以下K減少しているが、とり 表2 一戸当り務時雇用労働力の推移

わけ中層の変化が著しい。(のぺ人.13)

そして他方で、農業労働力の農外流出として

兼業化を表3(1(みると、いずれの階層も兼業日

数を増加さぜているが、と((1(下層の四ヶ月以

上の兼業化、中j曹の 80 q6の兼業日数の増加が

特徴的である。表4で兼業主体男IJ(I(みると、上

j穫では、経営主の農外就労はむしろ減少し、機械化Kと

も7l:う余剰j労働力としての後継者の兼業化がうかがわれ

る。中層では、経営主、後継者とも兼業を増大させ、後

継者が 1人もいない下層では結営主が兼業回数をふやし

ている。また表5、表6にみるように日藤兼業がほとん

どを占め、劣悪念労働条件念がらも近隣K仕事を求めて

いる。

注:資料開上

表8 一戸当P兼業日数の
変化と階層性

注:r共向調交Jより

次K家族構成Kついて、農業

労働力の基本的供給源としての

家族という視点から、以下のよ

う念分類を試みた。

表4 兼業主体7jIJ(I(みた一戸当り兼業日数

1.安定的・発展的家族類型選

(1) 既婚の後継者有。家族

労働力生人。

(2) 経営主30代。子ども

小さい。家族労働力 2人。

11.過渡的・発展可能的家族類型

上層

中j寝

下j畜

1969年

1976年

1969年

1976年

1969年

197昨

経営主が
幾外就労

6013 ( 7P) 
岳4日(5P) 
6213(9戸)

113日(7戸〉

102日(6戸)

122臼(6戸)

(3) 未婚の後継者有。家族労働力8あるいは 2人。

後継者が 経営主の妻が
農外就労 農外就労

30日(1p)
30臼(4戸〉 90日(1P) 
200日(1p)
120日(3戸) 7013(1戸)

15013(lP) 

注:r共同調査Jよb

(例 経営主晶 0代。子ども小さいが在学中で進路をめぐって過渡的。

ill.流動的家族類裂

(5) 経営主40代。子ども 20代だが、後継者未定。
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(6) 経営主40-50代。子ども小

さく女ばかり。

表 5 兼業~態別沼数の変化と構成比

N.停滞的・流出的家族類裂 日 麗

通 動
(7) 経営主60代。家族2人。子ど

も他出し、後継者~し。

出稼ぎ

自営林業

とれKよって各農家を分類すると表?
計

のようKなる。つまり、よb大規模層の

農家は安定的な家族類型K廃し、より小規模j議は不

安定で停滞的念家族類裂K念っている ζとがわかる。

次は機械化の動向である。とれについては図 2、

8、4で、 1960年以降の、各農家の機械化の進

展を示した。とれKよると、基本的K第 Hては、大

型機械化が進展しているとと、第 2i'C、しかしそれ

は階層関の格差を拡大しつつ進行してきたとと、第

31'亡、共同所有Kよる機械化が多くみられるという

ととができる。

1969年 1976年 196緋 1976年

122513 2168日 68% 71% 

450 740 25 24 。 150 。 5 

134 。 ? 。
1809日 1305813 100% 100%1 

注:r共向調査Jより

表 6 職議重別日雇臼数
(1976年度)

日数ω構成比(錫
土木事業 60013 28% 

林 業 888 41 

炭 坑 280 13 

牧場管理 150 ? 

学校用務員 200 9 

農業機械請負作業 20 1 

不 現 30 1 

計 2妻768 100 I 

注:r共同調査Jよb土地移動Kついて、表8で、 19 6 0年から 77 

年の間十亡土地移動にともなう階層間移動をみると、

まず、 8おらL上の上層では、 ζの簡にほとんど 表 7 家族類重量

が大幅な規模拡大を行っている。中庭(6 - 7 

h台〉は比較的小規模の拡大かあるいは現状維

持であり、 5.ta以下の下層K念ると、現状維持

か規模の縮少であり、全体としてこの間K大き

くこと地移動しつつ、農民層分解が遂行したとと

がわかる。

最後K、農家経済を表9i'Cみてみる。との資

料は必ずしも充分念ものとは設えないが、ぞれ

でも、階層間の特徴をみるととができ、とりわ

1977.8.現在

類製 上層 中 f麗 下層

Ii!2 ③⑩ 
(2) @⑧ 

立 (3)①④⑥ 。⑭⑮命事
(4) @ @@  

震 (5)⑤ @ 

(6) 

N (7) ⑦ @噂⑬

注1.0内数字は農家番号、
2. r共同調査Jよb

@曾

窃

。@@

骨骨

け、中!謹農家君事では、機械化Kよって資金返済、農業支出が増大し、農業所得率がきわめて低〈念

っている。

以上のような農民諸階層の控営展開の中で共間利用組織が結成されていくわけである。

抵機械がj用組合の結成と初年度の評価

稲泉端~i'Cなける機械利用組合は、 197 5年に第2次構造改善事業Kよって結成され、 77年

から共同利用を開始したが、概要は表10のとbりである。

行政主導的K結成された際、第 1i'C、農民的経営K必ずしもそぐわ念い内容(大型機械のなしつ

け、負担増など〕できうるとと、第 2i'C、不参加農家の切り捨て、第 3i'C、事業内容が充分に明らか
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d 

図z機械化の動向(上層〉

X 1--一一 X→大型機織化 f一貫j体系機械利用組合 ←ーー一一一一一 一 一一-r-l-1rm-l置糟一
トトラクター:田植機:自税裂コンパイン 初日
源→トラクター:臼纏機:バインダー Y行 事'{l!β
W→動力耕書記機:回植機:バイ y ダー 1 / ⑧ 

Ilq--1VI→トラ :?:!I--:手横え:自税選コンパイ y ト ト 1-1--1ブート←

I I 1 / 11111/21 A 
lV→トラ :?:!I--:手緩え:手メIJt 1I 1L1f:t1/ムー

"W!t---I n→問棚部叩 ~- ~/-~-~ E →動力耕転機:手儀え:パイ y ダー U 

i→畜 力:手取:科IJt I I r I ~ r 11 ;[~ r 
ト一一←ー ー←十 -~-~ll

一十Wtl~iJトー
一一ト一一一一昨一二 U~- ⑦ 
サ7l/1;v r JO|ll 

~~.~.1~-r-Vrit~~~~ -~I 
一一-J:ドサ~---if l)JM;

トア ////f/A仏ιトト……一→~トト匂比一4i列印|は1エι←ト叩v一 一一
lCY/  

11 
↓(トー←一一一一一トブド一一ー一一一一一一一一一一一一

19601 61 1 62 1 63 1 64 1 65 1 6667  1 68 I 69 I 70 I 71 I 72 I 73 I 74 I 75 I 76 I 77 

注 1. r共同認をj よh作成 2. 0-0は典型量的念機械化。
B 各段階の上段は共同、下段は鯛}jIJVCよる所有。
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国s 機械化の動向(中潜〉

XI--- 嶋命令 一四 一一 一一 一一 一一 -- ぽ
4 1/ 

り
@ 

lXl--ー ト一一 一一 一一 トー 一一 同一

E 
1 ⑬ 

J ⑮ 

w 一一 一 一四 一ー 一一 山一 一一一} 一一

/ 

/ 

@ 

/ 
WI--- トー』 一一 一ー トー 一ー

/ 

j 

VII-- }一一 トー トーー トー 一一 _IL 
叩

トー

増
トー一一

Vト』 一一 一一 一- 一一トー 一一 一一 一ー ， 

1L1  
防1/ 1/ / 

「つトウ !戸協

三j ~-l 
@ 

¥vトー 一一トー トー一一 .網開

t& 
トー トー 一一一

@ 
，〆 ... 。l i 

〆'〆

mJ--- 町一ー レゴ二 一一 u --
⑬ 

/ 
」の

/ 〆〆

必り叩 長Eトー
~..:帽，蜘， 

一ー 一一 一一 一一 一一

降、
，〆

⑮ 
にy / ⑫ 四⑫

/ 
/ ドケ ;ど/1 一一 ーー 一一 一ー 一一 一一 片一 一一 ー一一

ぴ
1960 61 62 63 64. 自5 66 67 68 6也 70 71 72 73 74 75 76 77 

一一 一

主主 1. r共向調査jょb作成。 2. 0-0は典型量的念機械化。
S 各段階のよ設は共同、下段は個別Kよる所有。
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函4 機械化の動向(下層)

。
H-ーー ーー問問 一一 ω 一一ー 一ーー 一一 ト一一 一一 一一ーーー

K 一一 ωω  一一 一一 一ーー 一一回一時

ρ 
@ 

湖一勧 ーーーー一位 ー一 -一一 ーー 一一 m
白鳥

@ 

Id 卜@

11 / 

半Uwt--ー一 一ー --四 ./.- 一ー
LL 
r 

VII--一トー 同一 一一一 一一 i 一-1- 一一
/ 

V “一トーート一一 ト一一トー一 を一- 一一一時

1/ 
/ / 

lV 1--命 トーーー町一 “一“ トー一 一一
/ 

一一一ブー トー一一
@ 

W 
，〆

/' 〆

盟一一 一一一一一一一一ト--一… レ..-<::..一一 一ー ーー ーー ヒ一一 一一ーー
〆〆〆/ J 

~ 
，〆 〆 / @ 

〆/ 〆a

r 民t% ぷ〆〆

一説
〆/

HI--一 -.".... 叩ー 一一 町一一一一 一- 一-- 一一一四町一一

/ 
@ 

仁プ / 甲

ぴ

/ / 

d トーー一一 .“一 トー 一一 一回 ーー一「瞬時尚一切
ト一一ω

1960 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 

注 1. r共同調査jよ担作成 2 0-0は典型的~機械化。

3. 各段階のよ設は共同、下段は館別(ICよるj所有。
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表8 土地移動Kとも念う階層間移動

海2そ10la 9la 8ια 7la 6la 5晶α 4la 3la 2，{α 以上

10la以上

9la 

8瓦a ① CrJ@ 

7la 
。。

6la 
。I~⑮ 

5晶α |③ ⑥ iゆ @ 告

4瓦a @ 。 ⑮@J ~@ 窃
8ιa ⑨ @ @ I@ 

2la o o 

1ια ④ 

主主 1.r共同調査JKよる
2.0内数字は農家番号

表9 1 9 7 6年度農家収支
(単泣万円)

くと!震>く守層><下層> くと}嘗>φ!昏ぐ下康>

収入農業収入米収入 210 170長 157 支出 家計費 149 133 134 

畜君主収入 96 

メロン・野菜収入 109 72 

ノト 計 生15 303 
(549) 

農業所得 178 94持

11 率 43% 31% 

幾外収入水稲共済金 53 106持

転作奨励金 78 101持

兼業収入 50 67 
(31) 

その他 36 33 

小雪十 217 269 
(237) 

農家収入会計 632 572 
(786) 

f亡念ら君主いうちK導入を決定したと

と、といった非民主的念側面があっ

たが、農民諸階層は次のような対応

を示した。

囲5で事業K対する農民諸階層の

対応、を、ぞれまでの機械化とのかか

わりでみてみると、上層のうち「一

13 (197) 

租税公課 26 19株 19 

190 預金保険 38 105持 7 

資金返済 104 137 15 

89 農業支出 237 20骨骨 101 

47% 農家支出合計 554 556 275 

36 負債総額 ? 345 ? 

50 注1.上層は農家番号 7.8.910の 4戸。ただし
107 ( )内は1.2.3.4. 6.を含めた 9戸

2.中層は農家番号111416.1920.21の 6戸。
ただし持印は 5戸。

193 3.下層は 22おお29のも戸。
4. r共同調査JKよる。

383 

表 10 機械利用組合概要

。参加農家 1 9戸

。利用面積約 120町(1戸平均 6.3盟T)
。欄戒・施設

( トげ一ラけがが………ク"ル川…タト川山一べ叶(け?
泊植機 8台
共同苦手首センター
自脱裂コンパイン 8台
ライスセンター
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間 5 毒事業vc対する農民諸階層の対応、

1975年の機械化段階

「一貫J体系

よ
個別機械化製(1)

8戸共同(3)

トラクター・隠植機共問
所有(1)

部分的機械化

。個別機械化(1)

層

。トラクター共同所有(1)

。動力耕転機・手植えノミイ
ンダ一段階(1)

「一貫J体系

。個別機械イ己(1)
。田植機を共問所有(1)

中
部分的機械化

層

。トラクター共同所有(2)

。トラクター賃耕・パイン
ダ一(1)

部分的機械化

動力耕転機・パインダー
下 i 段階(2)

層 l トラクター賃耕・パイン
ダー(1)
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注1. r共同調査Jより作成。
2. ()内数字は農家戸数
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賀J体系K移行していたグループはほとんど、対応は1継的である。選K部分的Kしか機械化して

い念かったグループ.は、積極的である。中層農家若手はすべて積極的K対応しているが、ぞれは、個

別腔営では機械化が盟難であり、労働力不足K悩んでいたためであb、また複合結言まの展開K有利

だと判断しているためである。下層の農家群は部分的機械化Kとどまっていたし、対応も消極的で、

参加理由は「参加してなかないと立遅れる Jというものである。

次十て、注gのメロン栽培農家の経営展開と機械利用組合への対応状況をみるとと『てする(密 6)。

国6 メロン栽矯農家(7戸〉の経営の変遷(一戸主主b平均)
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産‘共同調査よ b

注:r共同謂査Jより

水田作付面積は、 19 6 9年Kは 5.taだが、 70年K減反政策が始まると、一挙K兼業を 180

a 以上Kして第二穏兼業農家Vてなる。そして、 72生存どろから農業経営の復活を志ざし、兼業をし
だいKへらしつつ、メロンの導入を試みる。しかし、メロン栽培は集約的念労働であり、個別経営

のワク内では、水田作付溜穣を 69年の水準Kもどすζ とはできず、したがって稲作の機械化も遅

れざるをえなかった。そとで 77生存から共同利用組織κ参加し、それによって、米とメロンの栽培
を両立させようとしてきている。とれは裏返えせば、大製機械化・共同化tてよる余剰労働力を、兼

業化の方向でなく、複合イとの方向で燃焼さぜることを可能Kさせる状況を準備してきたといえる。

とのようKして結成された機械利用組合の積極的意義は、第 111:、労働生産性の向上、第 211:、

各農家問、階展開の技術水準の格差是正、第 311:、家族協業体積IJから地域的協業体制への移行つま

り農業労働の社会化、第411:、以上のととによって、農業の多面的念発展の可能性をもたらしたと

とである。

次に問題点であるが、第 111:は、農家負担の増大、第211:技術的問題、(農民の技術修得の未熟さ、

分業Kとも;5:う「部分労働者J化念ど)があるが、とbわけ第 311:、出役労働をめぐっての階層間

の矛盾について述べる。

表 11は、共同育商Kがける参加農家間の労働力の出入についてみたものであるが、また国 7は

春作業全体tてなける労働力の出入Kついてみたものであるが、ととでは基本的に次のととが替える。
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つまり、より対見模層の請負化

あるいは経営者的性格をよびつ

つあるが、より小規模層では、

一方では労働力を提供し、賃労

働者的であるか、あるいは農作

業を委託化し、農外流出的傾向

をしめしつつある。

また、表 12 (i(みるように、

表 11 脊留にbける労働力の出入(一戸平均)

A B C 
階層 出役時間 笛箱数 必要労働 A-C 

(h) 時間 (h) 

上 191.0 1042.5 189.7 1.3 

中 203.2 966.8 176.0 27.2 

下 210.9 533.4 97.1 1 13.8 

注:穂7l1J第1農業機械利用組合の資料よP

表 12 メロン農家と非メ口ン農家の出役の差違(共同育笛)
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注・穂別第 2農業機械利用組合自資料よ P
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メロン農家は、非メロン農家に対して稲作労働を委託化しつつある。つまりメロン農家にとっては

メロン栽培労働は個別経営のワク内で行われているため、共同出役労働と競合せざるをえ念くなっ

ている。したがって、メロン農家は71< 83管理不足K よる大幅~滅収という問題をかかえている。

したがって次に機械利用組合の今後の課題十てついて述べると、第uては、大型機械化・共同化に
よって新たK生みだされた余剰労働力の燃焼の問題であるが、個別的対応にとどまっている複合化

を、機械利用組合としてどう位置づけるかというととを切らかKしていくととである。そとでは、

メロン生産組合との連携も必要警に念って〈ると恩われる。第 2(t亡、集団討議、学習の徹底、一部農

家への負拐のしわょせの間避念ど民主的進営を行うとと。第3VL、集団学習・技術修得Kより技術

経営上の自立化をはかること。第4VLは、以前Kも増して大き念役割をはたしつつある青年と

婦人の位置づけを明確Kしていくととである。

目おわりに

最後に、本論文で念しえ念かった課題であるが、第 1VL、事業導入tてよる農家負担の現状と共同

化K伴う農家経済収支の変化を明らかKするとと。第2VL、家族協業から地域的協業体制への移行

Kとも念う労働編成のあり方、地域的集団的生産力の主体としての農民の形成十てついて明らかにす

るとと。第 3(1て、青年と婦人の生産Kかかわっての現状と、利府組合Kかける位置と役割を明らか

tてするとと。第Hては、との地区Vてなける農民的複合結営の発展条件、と bわけ、地域的集図的な

対応VL$~ける発展条件、農産物市場の動向念どを明らかKする ζ とである。
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